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このメールマガジンは、今週発売となる日経ビジネスの中から気になった 

記事を選び、私なりの視点で考えたことについてお伝えするものです。 

会社での朝礼時のネタ、取引先との会話、同僚との間の話題づくりにお役 

に立てたらと思い、毎週月曜日に発信いたします。 

 

「日経ビジネス2012年5月21日号 no.1642 

『さよならテレビ～目を覚ませ、家電ニッポン』」より 

 

【決断を迫られている】 
 

私たちは、生活をしていく上で様々なモノを購入していかなくてはなりません。 

家の中を見渡せば家具、洋服、生活家電、食器などがあり、ガレージには車、自転車、ゴルフバッグな

どがあります。 

こうした家庭内の財の中でも、「テレビ」は特別なものでした。 

家族全員が使用し、家に招き入れた客も必ず目にします。単価が高く、機能が時とともに進化し、ビデオ

や音響といった派生製品も多い。言わばリビングの王様だったのです。 

家電メーカーは、その王様の座にあるテレビを家庭内に送り込むことで、家の中の家電もそのブランドで

購入してもらおうと躍起になりました。 

しかし、世の中の人々はその王様に関心を示さなくなっています。王様の影響力が落ちるのに合わせて、

テレビの価格も下落し続けています。 

テレビという幻想に取りつかれた家電メーカーは、過剰投資とたたき売りによって大赤字となりました。 

誰も予想しなかったこの結末は、なぜ起こったのでしょうか。 

今週は、テレビを通じ、これからの変化にどう対応していくべきなのかについて考えていきたいと思いま

す。 

 

シャープ、パナソニック、ソニー・・・ 

家の中を見渡せば、必ずいくつかはこれらの会社が作った製品が目に入ります。ちなみに我が家では、

テレビ、DVDデッキ、パソコン、ビデオカメラなどAV機器はソニーです。冷蔵庫、電子レンジはシャープ、洗

濯機、エアコン、食器洗浄機はパナソニックです。 

どういう理由でこれらの家電製品を選んだのかは、今となっては思い出すことができません。ただ、AV

機器がソニーで統一されているのは、テレビの影響だということははっきりわかります。すぐに壊れるという

イメージを持ちながらも、最先端の技術力とデザイン性、各AV機器をつなぐネットワーク力に惹かれてソニ

ーを選びました。 

その当時、世界を席巻していたのは、ソニーの平面ブラウン管でした。皮肉にも、その成功体験が邪魔

をして薄型テレビの商品化が遅れたことが、ソニー失速の最大の原因だと言われています。 

一方でシャープ、パナソニックは、薄型テレビの生産にいち早く取り組み、日本国内に大規模な工場を



作りました。液晶パネルやプラズマパネルを大型化し効率を競うことで、並みいる競合を退けようとしたの

ですが、これが完全に裏目に出てしまいました。多額のおカネをつぎ込んだ工場の稼働率が上がらないの

です。 

その結果、ソニーは3760億円、シャープは4566億円、パナソニックは7721億円と史上最悪の赤字を計

上せざるを得なくなったのです。 

 

テレビの立場は、家庭内だけでなく家電売り場にも変化が現れています。 

テレビ売場は、店の一番良い場所に並べられていました。それが今や主役の座はスマートフォンやタブ

レット型端末機に奪われてしまっています。 

2011年は、地上デジタル放送への移行と家電エコポイントが終了したことで、薄型テレビの国内出荷台

数は1982万台と前年に比べて２割減少しました。 

2012年はさらに厳しさが増すこととなります。ある調査会社の予測では、国内出荷台数は1000万台程度

と昨年の半分近くにまで落ち込むとされています。 

インターネットを通じて、様々な製品の情報を提供する「カカクコム」の役員さんはこう言います。 

「テレビの需要は１年半前にピークアウトしています」 

これは、液晶テレビ関連のページ閲覧数がピークを付けたのが、2011年11月だったことを受けてのコメ

ントです。この時期は、家電エコポイント制度が開始され、年末商戦が活況を呈した時期に当たります。 

週次の閲覧回数は1000万回近くとなっていましたが、現在はピーク時の約４分の１となっています。 

 

このような事実を踏まえて、家電各社は新たな取り組みを始めました。 

パナソニックは、本気で脱テレビを推し進めることとなります。家や工場、街の中でパナソニックが提供

する複数の電機製品の価値をつなげて提供し、ソリューションやメンテナンスで継続的な収入モデルと作

ろうとしています。 

ソニーは、赤字を垂れ流すテレビ事業を中核事業から外すことを明言し、ゲーム、モバイル、デジタルイ

メージングの重点３分野でヒット商品の開発を急ぎます。 

シャープは、台湾の電子機器受託製造大手のホンハイと提携し、稼働率が50％にまで低迷している堺

工場の生産性を上げていきます。また、消費者を惹きつける画期的な商品の用途開発は海外メーカーに

任せて、技術力をテコにあえて「下請け」の道を究めようとしています。 

 

結局のところ、今の状況から立ち直るには、「テレビは電機メーカーの象徴だ」という事業へのこだわりを

捨てられるかどうかにかかっているようです。 

日立、東芝、三菱電機といった総合電機メーカーが復活できたのは、まさにテレビへのこだわりを捨て、

会社が新しい進むべき方向を明確にして、実行のための施策をスピーディーに行ったからに他ありませ

ん。 

問題を先送りせず、しがらみを断ち切り、新たな成長戦略をえがくことができるかどうかなのです。 

これは、私たち中小・小規模企業にも言えることです。 

経営資源が乏しく、複数の事業を抱えることができない私たちは、これまで行ってきた事業にしがみつ

かざるを得ません。価格競争が激しく、ふたを開けてみれば赤字である事業でも、簡単に切り捨てることな

どできないのは当然です。これまでずっとお世話になってきた取引先との関係を打ち切ることなどできませ

ん。 

もし、今の状況が悪いとしても、それを時間が解決してくれるのであれば、少しの間我慢すればよいこと

です。 

しかし、いろいろと手を尽くした中で状況が全然変わらなかったとしたら、それは時間の問題ではありま

せん。 

つまり、大手家電メーカーと同じ決断を迫られているということなのです。 


